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Ⅰ．事業概要

Ⅱ．進捗報告の概要

Ⅲ.活動実績 

Ⅳ. 事業実施後（1年以降）に⽬標とする状態への所感（中間時点）

⾃由記述

事業実施後、宮崎県を中⼼に熊本県、⼤分県、⿅児島県に同様の実⾏団体の核となる「救屋」と⾔う組織作りをはじめる。救屋には、今年度、弊社が実施
したプログラムを同様に⾏い、災害時における避難所の⽀援体制作りを⾏う。その際、今年度事業で作成して教本やガイドブックを使⽤して効率的かつ、
理解度の深い訓練を実施できる。

活動 進捗状況 概要

「災害時家具」教本の製作
⾃治体との防災協定の締結の
推進 'スクエアパネル製作、
保管（１０棟分） 機材購
⼊・保管（５チーム分）  '
防災ワークショップの実施・'
災害時における避難所のBKT
の製作活動 災害時仮設避難
住宅の建設

ほぼ計画通り

防災ワークショップは8⽉21⽇で実施予定だったが、コロナ緊急事態宣⾔等で延期と
なり、10⽉23⽇に実施予定。実物（1*2、2*3）を製作。製作物に基づきガイドブッ
クを作成中。 スクエアパネル200枚の備蓄完了。であったが、コロナでの感染対策
として、サッカー選⼿の模範⼟嚢作りを⾒学後、４⼈から５⼈の家族、知⼈チーム
に分け、スクエアパネルを使った防災家具作りのワークショップに変更。 幸いに
も宮崎県内において⼤規簿な発災なし

スクエアパネル⼯法を九州に広くPRするための展⽰会への出展。
スクエアパネル⼯法におけるコロナ禍の災害被災者⽀援のマニュアル教本の完成。

スクエアパネル⼯法を使ったコロナ禍の災害被災者
⽀援のマニュアル教本などの事業期間内に作成し宮
崎県内全域、布いては、九州内に活動の輪が広がる
ようにシステムの構築。

事業概要

本事業は、災害時に素早くボランティアの⼒があれば、従来の応急仮設住宅と同様に短期間で価格も約半分で済み、居住空間も快適なスクエアパネル避難
住宅が設営できる。資材機材を備蓄保管し、すでに弊社が協定を結んでいる宮崎県、⽇向市以外の県内⾃治体と防災協定を結ぶことを⽬標として掲げ、ス
クエアパネルを使った災害時家具のワークショップ、避難所⽀援を⽬的とした防災訓練などの実施を通して災害に備え、被災者⽀援に当たります。事業終
了後もスクエアパネル⼯法を使ったコロナ禍の災害被災者⽀援のマニュアル教本などの事業期間内に作成し宮崎県内全域、布いては、九州内に活動の輪が
広がるようにシステムの構築を⽬的としています。

総括

中間での進捗状況は、ほぼ順調。1点だけ、プロサッカーチームのとの防災訓練が、コロナによる県独⾃の緊急事態宣⾔によって、順延となり、１０⽉２
３⽇となった。⽇向市もマン防の指定地区となった。他の防災訓練や災害家具ワークショップに影響が出ると予想している。幸い宮崎県下では、⼤きな災
害は発災していない。スクエアパネル⼯法をより簡単に施⼯できる技術の特許出願に向けて書類を作成中。また、弱点だったデザイン性も向上した開発プ
ログラムを実⾏中。各種印刷物も中途であはあるが、最終印刷に向けて作業中。

進捗状況
アウトプット（今回の事業実施で達成される状態

）

事業対象者: 被災者および県⺠

進捗報告書 （実⾏団体）

事業名: コロナ禍における災害被災者⽀援事業
資⾦分配団体: ⼀般財団法⼈⽇本未来創造公益資本財団
実⾏団体名: 海野建設株式会社
実施時期: 2021年4⽉〜2022年2⽉
事業対象地域: 宮崎県



Ⅴ．インプット

Ⅵ. 事業上の課題

Ⅶ. その他

有無

有

有

無

Ⅸ. ガバナンス・コンプライアンス実績

2.  内部通報制度は整備されていますか。 はい

1. 社員総会、理事会、評議会は定款の定める通りに開
催されていますか。

はい

Ⅷ. 広報実績 

広報内容 内容

メディア掲載（TV・ラジ
オ・新聞・雑誌・WEB等）

九州ホーム＆ビルディングショーin福岡でのスクエアパネル⼯法の展⽰説明会。

広報制作物等 スクエアパネル⼯法のパンフレットを現在製作中

報告書等

ガバナンス・コンプライアンス体制 状況 内容

⾃由記述

被災した⾃治体、災害の恐れのある⾃治体の問い合わせが複数寄せられている。

合計 \0 \12,810,000 \12,810,000 \4,336,389 34%

補⾜説明 事業費中間報告 ほぼ予定通り推移している。

事業実施上顕在化したリスク/阻害要因とその対応

災害時に使⽤する備蓄事業 スクエアパネルの特性上、影響はないと思われた「ウッドショック」は、⽊材ではなく、建築資材関係に価格の上昇、不⾜、
⼊荷遅れ等が発⽣している。（⾒積もりの有効期限の延⻑を申し⼊れ、できない場合数量の調整）防災意識向上のための防災ワークショップ＆訓練 中間
報告では、⾃治体との協議も含め、主催者、共催者との実施に向けた協議、企画⽴案段階であるが、コロナ禍デルタ株の猛威により、延期、順延を検討
中。（遅くても年度内の実施）

33%
管理的経費 \0 \900,000 \900,000 \375,000 42%

\3,961,389
事業費

直接事業費 \0 \11,910,000 \11,910,000
執⾏率2020年度 2021年度 合計 執⾏⾦額


